
 

国立大学法人京都大学招へい研究員就業規則 

平成１６年４月１日 

達示第７５号制定 

（平２６達５題名改称） 

（目的） 

第１条 この規則は、国立大学法人京都大学教職員就業規則（平成１６年達示第７０号。以下「就

業規則」という。）第２条第２項の規定に基づき、招へい研究員の就業について、必要な事項を

定めることを目的とする。 

（平２６達５・一部改正） 

（定義） 

第２条 この規則において招へい研究員とは、一定期間外国の大学、研究所その他教育研究機関若

しくは国際協力関係団体等に所属し、又は所属していた者で、学術研究の推進を図るため、共同

研究等に参画させることを目的に京都大学が招へいし、大学との契約により法人の職員として雇

用する者をいう。 

２ 前項に規定する招へい研究員のうち、「京大グローバルアカデミー構想」に係る事業（当該事

業に関連する事業であって総長が特に必要と認める事業を含む。）を実施するために雇用する者

は、特別招へい教授、特別招へい准教授又は特別招へい講師（以下「特別招へい教員」という。）

という。 

（平２６達５・平２７達１８・一部改正） 

（他の規則等との関係） 

第３条 この規則及び労働契約に定めるもののほか、招へい研究員の就業に関する事項は、就業規

則の規定を準用する。この場合において、就業規則第１５条第３項の規定により招へい研究員に

準用する休職に関する事項のうち、国立大学法人京都大学教職員休職規程（平成１６年達示第７

７号）第２条第１項の規定中「学系会議又は全学教員部会議」とあるのは「教授会又はこれに代

わる会議」と読み替える。 

２ 前項前段の規定にかかわらず、就業規則第９条、第１１条から第１３条まで、第１５条第１項

第３号、第２３条、第４６条及び第６４条の規定並びに就業規則第４０条の規定により招へい研

究員に準用する勤務時間、休暇等に関する事項のうち、国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、

休暇等に関する規程（平成１６年達示第８３号）第２７条第１９号の規定は適用しない。 

３ 招へい研究員の採用については、京都大学教員就業特例規則（平成１６年達示第７１号）第３

条第３項の規定を準用する。この場合において、同項中「学系会議等」とあるのは「教授会又は

これに代わる会議」と読み替える。 

（平２４達６９・平２６達５・平２７達７７・一部改正） 

（雇用契約の期間） 

第４条 雇用契約の期間は、１年を超えないものとし、通算１年の期間を限度として、更新するこ

とができる。ただし、特別招へい教員の雇用契約の期間は、原則として１年とし、更新すること

ができる。 

（平２６達５・平２７達１８・一部改正） 

（雇用年齢の特例） 

第５条 大学が特に必要と認めた場合は、就業規則第２２条第１項に定める定年年齢を超えて雇用

することがある。 

（給与） 

第６条 招へい研究員には、次の各号に掲げる給与を支給する。 

(1) 俸給 

(2) 通勤手当 

２ 俸給の月額は、別表に掲げる額とし、雇用される者の経験及び能力に応じて決定するものとす

る。 

３ 通勤手当の月額は、国立大学法人京都大学教職員給与規程（平成１６年達示第８０号。以下「給

与規程」という。）第１８条の規定を準用して得られた額とする。 

４ 前項までに掲げるもののほか、給与の支給に関する事項については、給与規程の規定を準用す

る。 

５ 前各項の規定にかかわらず、特別招へい教員に支給する給与は、年俸とし、その支給額その他

支給に関する事項は、招へい研究員（特別招へい教員を除く。）の労働条件を下回らない範囲で、

個別の契約により定める。 



 

（平１９達１９・平２６達５・平２７達１８・一部改正） 

 （雑則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、この規則の実施に関し必要な事項は、総務担当の理事が定

める。 

（平２６達５・追加） 

附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から実施する。 

附 則（平成１８年達示第２６号） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日の前日において外国人研究員として雇用していた者を引き続き外国人研

究員として雇用する場合及び改正前の規定により外国人研究員として雇用することが予定され

ている場合で総長が特に必要と認める場合における当該者に係る改正後の別表第３の適用につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（平成１９年達示第１９号） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日の前日において外国人研究員として雇用していた者を引き続き外国人研

究員として雇用する場合及び改正前の規定により外国人研究員として雇用することが予定され

ている場合で総長が特に必要と認める場合における当該者に係る改正後の別表の適用について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成２４年達示第６９号） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年達示第４２号） 

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日の前日において外国人研究員として雇用していた者を引き続き外国人研

究員として雇用する場合における当該者に係る改正後の別表の適用については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成２６年達示第５号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年達示第１８号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則（平成２７年達示第７７号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

別表 招へい研究員の俸給月額表 

（平１９達１９・旧別表第３・全改、平２１達４２・平２６達５・一部改正） 

号俸及び俸給月額 

１ ２ ３ ４ 

４５０,０００円 ５５０,０００円 ６５０,０００円 ８００,０００円 

 


